
第１回兵庫県規制改革推進会議次第 
 
 

日 時 平成３０年５月１８日（金） 
午前１０時００分～午前１１時３０分 

場 所 ３号館６階 第１委員会室 
 
１ 開  会 
 
 
 
２ 議  題 
（１）規制改革推進会議設置要綱（案）について 
 
 
 
（２）他府県の状況及び本県における検討課題について 
 
 
 
（３）今後の予定について 
 
 
 
３ そ の 他 
 
 
 
４ 閉  会 
 

【配付資料】 

資料１   規制改革推進会議設置要綱（案） 

資料２   平成 30 年度規制改革に関する提案募集要項 

資料３－１ 他県における「地方版規制改革会議」の取組状況 

資料３－２ 徳島県における規制改革について 

資料３－３ 静岡県の検討事例 

資料４   本県における検討課題例 

資料５   本県における規制の見直し例 

資料６   今後の予定について（案） 

参 考   国における「規制改革推進会議」の状況 



 
 

 

第１回兵庫県規制改革推進会議 出席者名簿 

 

１ 委員 

 氏名 所属・役職 出欠 代理者 

 中川 丈久 神戸大学大学院法学研究科教授 出席  

 三輪 康一 神戸大学名誉教授 出席  

 三原 修二 兵庫県経営者協会会長 出席  

 
辻  芳治 日本労働組合総連合会兵庫県連合会会長 出席  

 
藤本 和弘 兵庫県農業会議会長 

代理 
出席 

事務局長 

藤本 英樹 

 中後 和子 
学校法人和弘学園理事・明舞幼稚園長 
公益財団法人兵庫県青少年本部評議員 

出席  

 

２ オブザーバー 

 氏名 所属・役職 出欠 代理者 

 
金澤 和夫 兵庫県副知事 出席  

 
藤原 保幸 兵庫県市長会会長 出席  

 
庵逧 典章 兵庫県町村会会長 

代理 
出席 

次長兼総務課長 

横山 雅子 

 



第１回兵庫県規制改革推進会議　配席図

■日時 平成30年5月18日(金)10:00～11:30

■場所 ３号館６階 第１委員会室
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委員長
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(代理)藤本事務局長

辻 委員

中後委員

金澤副知事 藤原市長会会長

(代理)横山次長

傍聴席傍聴席 傍聴席
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兵庫県規制改革推進会議設置要綱（案） 

 
 
（設置） 

第１条 県及び市町が条例等で独自に設けている規制が、社会構造や経済情勢

の変化に対応できておらず、地域活性化の支障となっている事例を掘り起こ

し、当該規制のあり方について有識者等による協議・検証を行うため、兵庫

県規制改革推進会議を（以下「推進会議」という。）を設置する。 
 
（所掌事務） 

第２条 推進会議は、次に掲げる事項について検討を行う。 
(1) 規制のあり方に関すること。 
(2) その他規制改革の推進に関すること。 

 
（組織） 

第３条 推進会議は、別表１に掲げる委員をもって組織する。 
２ 推進会議は、委員が必要と認める者をもって、懸案となった事案を検討す

るためワーキンググループを設置することができる。 
 
（委員長） 

第４条 委員長は、委員の互選によって定める。 
２ 委員長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 
３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめその指

名する委員が、その職務を代理する。 
 
（オブザーバー） 

第５条 推進会議に、別表２に掲げるオブザーバーを置く。 

２ オブザーバーは、推進会議の求めに応じて会議に出席し、意見を述べるこ

とができる。 
 

（専門委員） 

第６条 推進会議に、特別の事項を協議させるため必要があるときは、専門委

員を置くことができる。 

２ 専門委員は、学識経験等を有する者その他委員長が必要と認める者を、推進

会議に諮った上で、委員長が任命する。 
 
 
 
 
 
 

資料１ 
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（会議） 

第７条 推進会議は、委員長が招集する。ただし、第１回の会議の招集につい

ては、企画県民部長が招集する。 
２ 委員は都合により会議を欠席する場合は、代理の者を出席させることがで

きることとし、代理の者の出席をもって当該委員の出席とみなす。 
３ 委員長は、必要と認めるときは、委員以外の者を推進会議に出席させ、説

明又は意見を述べさせることができる。 
 

（謝金） 

第８条 委員、第３条第２項に定めるワーキンググループメンバー、第６条及

び第７条第３項に定める者が、推進会議及び推進会議に係る職務に従事した

ときは、別に定めるところにより謝金を支給する。 

２ 第７条第２項の規定に基づき代理人が推進会議及び推進会議に係る職務に

従事したときは、代理人に対して委員本人と同額の謝金を支給する。 
 
（旅費） 

第９条 委員、オブザーバー、第３条第２項に定めるワーキンググループメン

バー、第６条及び第７条第３項に定める者が、推進会議及び推進会議に係る

職務のために旅行したときは、兵庫県職員等の旅費に関する条例（昭和 35 年

兵庫県条例第 44 号）の規定により旅費を支給する。 

２ 第７条第２項の規定に基づき代理人が会議の職務を行うため、推進会議及

び推進会議に係る職務のために旅行したときは、代理人に対して、旅費を支

給する。 
 
 （事務局） 

第 10 条 推進会議の事務局は、企画県民部政策調整局広域調整課に置く。 
２ 推進会議の庶務は、事務局において処理する。 
 
（その他） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関して必要な事項は、

別に定める。 
 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 30 年５月 日から施行する。 

（要綱の失効） 

２ この要綱は、平成 31 年３月 31 日限り、その効力を失う。 
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別表１（第３条関係） 

 氏名 所属・役職 

 中川 丈久 神戸大学大学院法学研究科教授 

 三輪 康一 神戸大学名誉教授 

 三原 修二 兵庫県経営者協会会長 

 辻  芳治 日本労働組合総連合会兵庫県連合会会長 

 藤本 和弘 兵庫県農業会議会長 

 中後 和子 
学校法人和弘学園理事・明舞幼稚園長 
公益財団法人兵庫県青少年本部評議員 

 

 

別表２（第５条関係） 

 氏名 所属・役職 

 金澤 和夫 兵庫県副知事 

 藤原 保幸 兵庫県市長会会長 

 庵逧 典章 兵庫県町村会会長 
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平成30年度規制改革に関する提案募集要項 
 
 
１ 趣旨 

本県及び県内市町が条例等で独自に設けている規制において、社会構造や経済情勢の変

化に応じた事業活動の妨げとなっているものを見直し、人口減少下でも活力ある地域づく

りを目指す。 

このため、見直しが必要と考えられる具体的な規制（支障事例）を幅広く募集し、別に

定める「兵庫県規制改革推進会議（以下「推進会議」という。）」において協議・検証した

結果見直しが必要とされた場合は、当該規制の所管団体に対して条例改正等の助言を行う。 

 

 

２ 提案主体 

(1) 兵庫県 

(2) 県内市町 

(3) 県内で事業を行っている企業・団体等 

  ※県及び市町の提案には、県民、県関係団体、企業、ＮＰＯ等からの意見や要望等を反

映した提案となるように努めることとする。 

 

 

３ 募集期間 

平成30年５月８日(火)～平成30年６月１日(金) 

※募集状況を踏まえ募集期間を延長する場合がある。 

 

 

４ 提案対象 

兵庫県及び県内市町の条例、規則等に基づく独自規制により、行政や企業等の事業活動

の妨げとなっている規制の見直し 

※独自規制とは、法令等に基づく基準に条例等で上乗せ規制（法令と同じ目的で、法令

の規制対象について法令より厳しい基準を定めるもの）又は横出し規制（法令の規制

対象に隣接する事項について規制するもの）をしているもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注)法令等にのみ基づく規制の改革に関する提案は、推進会議ではなく、国が実施している地方

分権改革に関する提案募集、特区等に関する提案、規制改革ホットライン等の国が目的別に
設置している窓口へ直接申請することを基本とするが、例えば県及び市町の業務に密接に関
連する規制等については必要に応じて推進会議で取り扱い、国への申請に係る助言を行う。 

 

  

［提案の対象外としているもの］ 

① 県及び市町の予算や組織に関するもの 
例）事務事業の新設や事業執行予算の増額及び減額 

補助金交付要綱の見直し（単なる補助率の引き上げや採択要件の切り下げ等） 
地方税制度の見直し（税率の引き下げや税目の廃止等） 
組織の創設及び廃止（都道府県の廃止、市町村の合併、課の創設等） 

② 県及び市町の所管する規制と関係がないもの（個人の思想信条に関するもの、係争
中の裁判事件等の個別の紛争事項に関するもの、誹謗中傷 等） 

資料２ 
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５ 事務フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 年間スケジュール（予定） 

５月～６月 ・規制改革に関する提案の募集 

５月下旬 ・第１回会議開催（要綱の承認、今後の進め方等） 

５月～７月 
・条例等所管団体及び事務局における対応方針案（規制を設定

する必要性など）の検討 

７月下旬 ・第２回会議開催（対応方針に関する協議） 

８月中旬～９月中旬 
・推進会議の意見を踏まえた条例等所管団体及び事務局におけ

る対応方針案の再検討 

11月 

・第３回会議開催（第２回会議で再検討となった規制の対応方

針に関する協議） 

・報告書の取りまとめ、公表 

 

７ 提案の提出方法 

・別紙「回答様式」及び参考資料をメールに添付して提出してください。 

・電子メールの件名は、「推進会議 支障事例の送付 提出団体名」と記載してください。 

・回答様式の電子データファイル名は、「提案団体名・提案名」と記載してください。 

・参考資料については、できるだけ電子データ化してメールに添付頂くとともに、回答様

式に記載された内容のうち、どの部分を説明しているかが分かるようにお示し願います。 

・募集期間の期限に遅れて提出のあったものや匿名によるものは受け付けできません。 

＜提出先・問い合せ先＞ 

兵庫県企画県民部政策調整局広域調整課 鈴木 

電 話：078-362-3057 (内線2238) 

メール：keishi_suzuki@pref.hyogo.lg.jp 

提案募集の開始 ・県、市町が条例等で設けている規制の改革に関する提案を募集

提案の受理 ・提出された提案を事務局で取りまとめ [提案主体等→事務局]

・支障事例に関する根拠規定など、提案内容について県所管部局に

　確認 [事務局→県所管部局]

・必要に応じて提案主体等へのヒアリングを実施 [事務局→提案主体等]

・条例等所管団体で、支障事例への対応方針を検討

・他団体の規制緩和等の状況を踏まえ、対応方針案を作成

・対応方針案を協議・検証し、規制の見直しの必要性を議論

・年度内に審議が終結しない場合は、引き続き検討

・推進会議で報告書を取りまとめ、公表
　結果区分（①見直し、②継続、③対応不可、④その他対応済み など）

・見直しとなった項目について、条例等所管団体に対し、条例改正等の

　対応を助言

提案内容の確認

対応方針案の検討

推進会議の開催

報告書の取りまとめ

継続審議

事案



　他県における「地方版規制改革会議」の取組状況

徳島県 茨城県

名称 徳島県規制改革会議
茨城県行財政改革推進
懇談会規制改革部会

対象

・県の規制改革に関する
　事項

・県の規制改革に関する
　事項

提案主体
委員等 県庁内部、県関係団体

検討項目　５件（提言） 検討項目数　２件

・民泊の推進
・ｲﾍﾞﾝﾄ開催時の飲食提供
・ｲﾍﾞﾝﾄ開催時の道路使用
・観光・インバウンド推進
・行政手続きの簡素化

　・見直し
　・継続検討
　・対応不可
　・対応済

４件
２件
４件
５件

　・対応不可
　・対応済

３件
１件

　・対応不可　  ２件

【主な内容】
・旅館業法施行令等改正
に合せた県旅館業法施行
条例の改正提案
・シームレス民泊の推進
・ｲﾍﾞﾝﾄにおける取扱品目
の拡大提案

【主な内容】
・県外から産業廃棄物を搬
入・処理する際の事前協議
の廃止(対応不可)
・市街化調整区域での販
売店舗等の賃貸目的での
設置許可(対応不可)

 《その他》　24件
　　国への要望
　　施策提言
　　予算要望

  7件
  7件
10件

会議結果
の報告

知事宛に提言書を提出
ホームページで公表

提案主体へ個別に回答

結果を踏
まえた対
応

県旅館業法施行条例改正
（H28.10月）
シームレス民泊取扱要項
の策定（H29.1.13）

※事務局が各県へのヒアリング等を基に作成

鳥取県

鳥取県規制改革会議

・県の規制改革に関する
　事項
・国への規制改革の要望
　に関する事項

県民、県庁内部

【主な内容】
・鳥獣捕獲ワナの狩猟免許
保持者以外への使用規制
の緩和(対応済)
・農家民宿等の自動火災
報知器設置に係る面積要
件の緩和(対応不可)

検討項目数　15件

静岡県

ふじのくに規制改革会議

・県の規制改革に関する
　事項
・県内市町の規制改革に
　関する事項

県民、県庁内部、市町、
県関係団体

検討項目数　４件

提案主体へ個別に回答ホームページで公表

会議結果

【主な内容】
・商業地域における最大容
積率の増加(対応済)
・仮設交通信号機設置によ
る交通誘導員の配置省略
(対応不可)

資料３－１



徳島県における規制改革について（第１次提言）　[平成28年７月　徳島県規制改革会議]
資料３－２



徳島県のシームレス民泊に関する取組（シームレス民泊取扱要綱の策定） 

○ 取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 簡易宿所（民泊）とシームレス民泊の比較 （シームレス民泊取扱要綱別表第２より一部抜粋） 

緩和事項 
シームレス民泊 簡易宿所（民泊） 

平成 29 年１月時点 営業者家族と兼用 宿泊者専用 
トイレ 宿泊者と営業者家族を合わせ 

･10 人未満の場合 
大便器１及び小便器１ 
（又は洋式１） 

･10 人以上の場合 
大便器２及び小便器２ 
（又は洋式２） 

 
 

大便器１及び小便器１ 
（又は洋式１） 

 
･収容定員 1～5 名の場合 

大便器１及び小便器１ 

（又は洋式１） 

･収容定員 6～10 名の場合 

大便器２及び小便器１ 

（又は洋式２） 

洗面設備 宿泊者と営業者家族を合わせ 

･10 人未満の場合 １台 
･10 人以上の場合 ２台 

 
１台   

 
5 人当たり蛇口１つ 

 

 

※出典 第 5 回徳島県規制改革会議(H29.7.12)資料 

 

シームレス民泊取扱要綱 

 
（趣旨） 

第１条 この要綱は，シームレス民泊の開業を促進するため，施設の確認等に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「シームレス民泊」とは，平時は旅館業法（昭和２３年法律第１３

８号）第２条第４項に規定する簡易宿所営業として経営し，災害時は簡易宿所が所在する

市町村の要請により災害時要援護者等の受入れを行う施設をいう。 

（施設の指定） 

第３条 シームレス民泊を開業しようとする者は，その施設について，当該市町村長から「災

害時に要援護者等の受入れを行う民泊施設」である旨の指定を受けるものとする。 

２ 前項の指定については，当該地域のシームレス民泊を推進する協議会等（以下「協議会」

という。）が当該市町村と締結する災害時応援協定書等への記載により行う。 

（許可の申請） 

第４条 前条第１項の指定を受けた者は，当該施設の所在地を所管する総合県民局長又は東部

保健福祉局長（以下「総合県民局長等」という。）に旅館業法及び食品衛生法（昭和２２年

法律第２３３号）等に係る許可申請書を提出する際に，前条第２項の災害時応援協定書等

の写し及び「シームレス民泊の開業に係る簡易自己チェックシート」（様式第１号）を添付

するものとする。 

（施設基準の緩和） 

第５条 前条の申請書の提出を受けた総合県民局長等は，当該申請書等の内容を審査し，別表

第１の「シームレス民泊の規制緩和基準」に該当すると判断した場合は，別表第２の「シ

ームレス民泊に対する規制緩和措置」を適用することができる。 

２ 総合県民局長等は，前項の規制緩和措置により許可した施設については，許可証及び許可

台帳にその内容を記載する。 

（避難所の指定取消し） 

第６条 シームレス民泊を営業する者は，当該施設について避難所の指定が取り消された場合

は，直ちに，避難所指定取消報告書（様式第２号）を総合県民局長等に提出しなければな

らない。 

（シームレス民泊営業者の遵守事項） 

第７条 シームレス民泊を営業する者が遵守すべき事項は，次のとおりとする。 

（１）衛生管理や防災等に関する事項について，県等が実施する研修を定期的に受講するこ

と。 

（２）施設の適正管理はもとより，宿泊時における事故防止措置，事故発生など緊急時の体

制整備など，対応に万全を期すること。 

（３）関係法令を遵守するとともに，県及び当該市町村の指導に従うこと。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，シームレス民泊の確認に関し必要な事項は，別に定め

るものとする。 

附 則 

この要綱は，平成２９年１月１３日から施行する。 
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 規制  自治体 静岡市 部課 都市計画課 

   
規制の名称 

静岡都市計画用途地域と合わせて指定する容積率（商業地域） 

根拠法令等 
都市計画法第８条第１項第１号、第３項 同法第９条第９項 建築基準法第 52条第 1項第３号 

規制の目的 

用途地域は、土地利用の現況と発展動向及び将来の土地利用を勘案し、地域における住居の環境の保護又

は商業、業務等の利便の増進を図ることを目的とする。 

規制内容の概要 
１．容積率 敷地面積に対する延べ床面積の割合 

２．商業地域における容積率指定の運用 

原則として、容積率を 400％、500％又は 600％に定める。 

500％、600％の容積率は、土地の高度利用を図る地域で、必要な公共施設が整備された地域に定める。 

特に、600％の容積率は、原則として各街区が幅員２２ｍ以上の道路に面する地域において定める。 

700％以上の容積率については、原則として、大都市の都心又は副都心で商業施設又は業務施設の集積を

図る地域等、特に土地の高度利用を図るべき地域で、必要な公共施設が整備された地域において定める。 

規制の概念図 

【容積率の考え方】 

 
【商業地域の考え方】 

 

提案  提案主体 一般社団法人 静岡県都市開発協会 

   
提案事項 

商業地域における最大容積率の増加 

提案の具体的内容 

商業地域における最大容積率600％から800％への増加を提案 

対応  検討状況 現行制度で対応 

 
検討状況の詳細（対応案） 

 
用途地域に関する都市計画として定める容積率、建ぺい率は、市街地における建築物の密度、高さ、敷地の

状況、道路の整備状況、その他の有効なオープンスペースの状況等を勘案し、定めてきた。 

本市の中心市街地における商業地域の容積率は、市街地の状況に応じて 400％、500％、600％を指定してい

る。 

土地の高度利用や都市機能の更新を図るにあたっては、建築物の敷地等の統合、小規模建築物の建築を抑制

するとともに建築物の敷地内に有効な空地を確保することや、道路などの交通施設や供給処理施設の整備状況

も踏まえ、適正な街区群、または、少なくとも一街区が形成される地区を単位として、土地利用を図ることが

必要である。 

また、本市では、静岡、清水地区における中心市街地の再整備を計画的に推進・誘導し、「にぎわいとうる

おいのある快適なまち」をつくるため、都市再開発方針を定めている。 

再整備による都市機能の更新を行う代表的な手法には、市街地再開発事業や優良建築物等整備事業がある。 

市街地再開発事業では、高度利用を図るため、都市計画における高度利用地区の指定などにより、壁面後退

や広場空間の創出によるオープンスペースの確保、公共施設整備などの公共貢献を行うことで、容積率の割増

を行い、優良建築物等整備事業では、一定以上の建築敷地を有し、その敷地内に一定以上の空地を設けること

で、容積率の割増を行うなど地区ごとの計画に応じて都市計画で定めた数値を緩和している。 

よって、商業地域の容積率を一律に引き上げるのではなく、個別計画単位の事業について、必要性や規模、

有効な空地の確保による周辺環境への配慮などを総合的に勘案した上で、高度利用地区などの都市計画制度

や、建築基準法による特例制度を活用するなどの対応により、必要な規模の建築物を建築が可能であるため、

提案による容積率の増加の必要性はないと考える。 

 
 

※建築基準法では、平成 26 年までにエレベータ

昇降路を容積率算定から除外するなどの緩和規

定が、社会情勢の変化に伴い行われている。 

（国土交通省パンフレットより） 

（国土交通省パンフレットより） 

商業地域は、銀行、映画館、飲食店、百貨店などが集まる地域

です。住宅や小規模の工場も建てられます。 

審議事項 ４ 静岡県の検討事例 資料３－３
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本県における検討課題例 

 

例１ 工場敷地内に確保する緑地面積率等に関する基準（工場立地法に基づく条例創設） 

 

（現状） 
・工場立地法（新法公布日：昭和 48 年 10 月。以下「立地法」という。」）は、工場立

地の段階から周辺の生活環境との調和を保つ基盤を整備し、公害の発生をしにくく

する体制を整えさせることにより、早い段階での生活環境の保全を図ることを目的

としている。 

・立地法に基づく「国が定める準則」により、一定規模以上を有する製造業等の工場

敷地については、25％以上は環境施設面積として確保し、市又は町へ届出を行う必

要がある（このうち、20％以上は緑地面積とする必要がある）。 

・この環境施設面積の割合は、立地法に基づく「市町村準則」を参酌し、市又は町が

条例で規定すれば 25％以下（10～35％（緑地面積の割合は 5～30％））とすることが

可能となっている。 

・さらに、企業立地促進法に基づく「市町村準則」では、工場立地特例対象区域につ

いて、市又は町が条例で規定すればさらに緩和（1～20％（区域により分類））する

ことが可能となっている 

・しかし、当該条例を規定していない市町においては、国が定める準則が適用される

ため、企業が事業拡大や老朽化に伴い生産施設を既存敷地で増築・建替する際に、

当該条例を設置済の市町村に比べて厳しい面積基準のもとでの増築・建替えを余儀

なくされるという支障がある。 
 
《参考》工場立地法の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典 経済産業省資料 

資料４ 



2018 年 5月 18 日 

2 
 

 

 

例２ 風致地区に立地するホテル等の高さの規制（都市計画法に基づく条例の見直し） 

 
（現状） 

・都市計画においては、風致地区内における建物等の基準を定める政令に基づき、  

10ha 以上の風致地区で二市町にまたがるものは県条例、その他の風致地区は各市町

の条例（以下「風致条例」という。）において建物の高さを制限している（政令に規

定されている高さの基準：８メートル以上 15 メートル以下の範囲内で条例で定める

高さ。本県及び県内市町における第１種風致地区は 10 メートルで共通）。また、特

に認められるものについてのみ特例として基準以上の高さの建物を認めている。 

・一方、自然公園法に定められる国立公園及び国定公園の特別地域内においても、優

れた自然の風景地を保護するため、一般的には建物の高さ規制（13 メートル以下）

が設定されている。なお、公園事業の一環として宿舎（ホテル）を新築する場合は、

建物の高さの規制は適用しないとされている。（自然公園法施行規則第 11 条関係）。 

・このため、特別地域と風致地区が重なる地域において、建物を新築する場合につい

ては、風致条例の方が厳しい高さ規制が課せられるため、特例適用の判断が必要と

なり、新たな建物を建設する際の支障となっている。 
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《参考》 

自然公園法に基づく国立公園の特別地域等と都市計画法に基づく風致地区が重なる地域 

                                             （平成 29年 3月 31 日時点） 

都市計画

区域名 
都市名 風致地区名 面積（ｈａ） 

国立公園 

特別保護地区 特別地域 
 

 神  

 

 戸 

 

神戸市 

六甲山風致地区     ６,７３９．０ ○ ○ 
芦屋川風致地区            ８．０   
住吉川・赤塚山風致地区        １３６．０   
高取山風致地区        １８９．０   
須磨風致地区        ４９４．０   
千刈風致地区          ６７．４   
鎌倉峡風致地区               １９３．５   
丹生山風致地区        ９９０．０   
太山寺風致地区          ５５．９   
雄岡山・雌岡山風致地区        ３４２．５   

 計    １０地区     ９,２１５．３   
 

 阪 

 

 神 

 

 間 

 

西宮市 

夙川風致地区          ３６．０   
武庫川風致地区        １１４．０   
広田山風致地区            ６．０   
東六甲山風致地区     １,８６３．０  ○ 
愛宕山風致地区          ４０．０   
満池谷風致地区          ６２．０   
小 計   ６地区     ２,１２１．０   

 

芦屋市 

六甲山風致地区     １,０５４．７ ○ ○ 
芦屋川風致地区          ３３．３   
小 計   ２地区     １,０８８．０   

 

伊丹市 

緑ヶ丘風致地区                   

         ４３．０ 
  

昆陽池風致地区                   

         ７５．０ 
  

昆陽寺風致地区                   

           ４．０ 
  

小 計  ３地区        １２２．０   
 計    １１地区     ３,３３１．０   

 

 西 

 

 播 

 

赤穂市 

赤穂城趾風致地区          ２２．０   
御崎風致地区        ２６７．０  ○ 
尾崎宮山風致地区          ３３．５   
雄鷹台高山風致地区        ６３２．０   
以良羅山風致地区            ５．０   
船岡園風致地区          １７．５   

 計     ６地区        ９７７．０   
 

  洲 

   

  本 

 

洲本市 

潮風致地区        ３４７．０   
太郎池風致地区          ７４．０   
三熊山風致地区        ４０６．０  ○ 
先山風致地区        ３６５．０  ○ 

 計     ４地区     １,１９２．０   
合計(神戸市除く)          ２１地区            ５，５００．０   
     合  計           ３１地区          １４，７１５．３   
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本県における規制の見直し例 

（現在、本県条例の見直しを検討中） 

 
○ 軽自動車による食肉販売業の許可（食品衛生法基準条例） 

（現状） 
・食品衛生法に基づき、食品衛生法基準条例（以下「基準条例」という。平成 11 年 12

月 20 日条例第 56 号）において、営業施設に関して公衆衛生の見地から必要な基準

を業種別に規定している。 

・基準条例別表第２第２の部 12 食肉販売業の特例として、「（６）普通自動車による食

肉販売業（包装した食肉の販売に限る。）についての特例」及び「（７）普通自動車

及び小型自動車による食肉販売業（冷凍し、かつ、包装した食肉の販売に限る。）に

ついての特例」が規定されているが、営業は普通自動車又は小型自動車に限られ、

軽自動車による食肉販売はできないこととなっている。 

・このため、買物弱者対策など、軽自動車のみが走行可能な幅が狭い道路に面した住

宅付近では、食肉の販売が困難となっている。 

（見直しの方向） 

・車両や冷蔵庫等の性能向上に鑑み、営業に用いる自動車の車両種別にかかわらず、

衛生管理上必要な施設設備を備えることが可能か、また、その設備が営業施設の基

準として妥当な内容かどうか検討する。 

 
《参考》自動車による食肉販売業に係る施設基準（現行） 
自動車の

種別 
普通自動車 小型自動車 軽自動車 

施設基準 包装食肉（冷蔵及び冷凍） 

・内部で立ち作業ができる構造 

・ほこりを防ぎ、清掃しやすい構造 

・50 ルクス以上の明るさになる構造 

・手指の消毒設備がある 

・冷蔵設備は専用とし、自家発電装
置等により 10℃以下に冷却できる
構造であり、温度計を備える 

・食品の取出口は車内にある 

・飲用に適する水を供給する使用水
量に応じた容量の蓋付きの給水槽
があり、必要に応じて給水栓を備え
ている 

・適当な大きさの排水槽がある 

※冷凍のみの場合は小型自動車と同等 

包装食肉（冷凍のみ） 

 

・ほこりを防ぎ、清掃しやすい構造 

 

・手指の消毒設備がある 

・冷蔵設備は専用とし、自家発電装
置等により-15℃以下に冷却できる
構造であり、温度計を備える 

 

・飲用に適する水を供給する使用水
量に応じた容量の蓋付きの給水槽
があり、必要に応じて給水栓を備え
ている 

・適当な大きさの排水槽がある 

 

不可 
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上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

●第１回（5/18） ●第２回 ●第３回

　規制改革提案の募集
　　①兵庫県
　　②県内市町
　　③県内で事業を行っている
　　　企業・団体等

　対応方針案の検討
（条例等所管団体及び事務局）

　報告書の取りまとめ・公表

　規制改革推進会議
［議題］
①設置要項の承認
②他府県の状況と
　本県の検討課題
③今後の予定

［議題］
提案された規制の対
応方針に関する協議

［議題］
①第２回会議で再検
討となった規制の対
応方針に関する協議

今後の予定について（案）

９月 10月 12月５月 ６月 ７月 ８月 11月

規制の必要性等の検討 規制の必要性等の再検討

提案募集

取りまとめ

★公表
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国における「規制改革推進会議」の状況 

 

１ 規制改革会議の概略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 提案主体 

広く国民や企業等からの提案を受け付ける「規制改革ホットライン」を設置 

 

３ ワーキング・グループ等の状況（平成 29 年 9 月～） 

・行政手続部会（～平成 30 年 3 月まで 7回開催） 

・農林ワーキング・グループ（～平成 30 年 5 月まで 17 回開催） 

・水産ワーキング・グループ（～平成 30 年 4 月まで 14 回開催） 

・医療・介護ワーキング・グループ（～平成 30 年 5 月まで 17 回開催） 

・保育・雇用ワーキング・グループ（～平成 30 年 4 月まで 11 回開催） 

・投資等ワーキング・グループ（～平成 30 年 5 月まで 32 回開催） 

 

４ 会議の開催状況 

平成 28 年  9 月 12 日 第１回会議 

     （以後継続的に開催） 

平成 29 年  5 月 23 日 第 18 回会議  →第１次答申 

平成 29 年 11 月 29 日 第 23 回会議  →第２次答申(待機児童解消、電波制度改革、 
森林・林業改革について) 

平成 30 年  5 月 11 日 第 31 回会議 

 

参考 



○ 規制改革推進会議の答申 

(1) 平成 29 年 5 月 23 日 規制改革推進に関する第１次答申～明日への扉を開く～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 平成 29 年 11 月 29 日 規制改革推進に関する第２次答申 

・ 地方自治体の待機児童解消に向けた取組を促す改革 

・ 電波利用ニーズの高度化・拡大に対応する割当手法や電波利用料等の見直し など 

参考 

出典 内閣府資料 


